






































































































































































2024年 07月 25日 

2024年度地域別最低賃金改定の目安に関する談話 

日本労働組合総連合会 

事務局長 清水 秀行 

 

１．本年度の目安は公労使が議論を尽くした結果として受け止める 

 中央最低賃金審議会 目安に関する小委員会（委員長：藤村博之 独立行政法人労働政策研

究・研修機構 理事長）は 7月 24日、2024年度の地域別最低賃金改定の目安について、過去最

高水準となるＡ、Ｂ、Ｃランク同一の 50円を示した。 

 最低賃金近傍で働く労働者の暮らしを重視しつつ、公労使で真摯な議論を尽くした結果とし

て受け止める。今次の春季生活闘争の成果を未組織の労働者へと波及させ、社会全体の賃金底

上げにつながり得る点は評価できる。 

 

２．「誰もが時給 1,000円」の早期達成にむけ前進 

 議論において労働者側は、①歴史的な賃上げの流れを社会全体に広げる重要性、②消費者物

価が高水準で推移し最低賃金近傍で働く労働者の暮らしが極めて苦しい現状、③地域の労働力

流出と、事業継続困難の一因となっている地域間額差是正の必要性、などを強く主張した。 

 労働者側の主張は一定程度受け入れられ、連合が目下の通過点としている「誰もが時給

1,000円」の早期達成に向け前進をはかる大きな一歩となった。また、中期的には一般労働者

の賃金中央値の 6割水準をめざし、最低賃金の着実な引き上げを継続する必要がある。 

 

３．地域間「額差」の是正に向けた積極的な地方審議を期待 

 労働者側は、物価・賃金・雇用などのデータに基づき、最高額と最低額の「額差」改善につ

ながる目安を求めたが、3ランク同額となり、目安段階での地域間「額差」縮小には至らなか

った。地方最低賃金審議会での今後の審議において額差是正を進める前向きな議論が行われる

よう、重大な関心をもって経過を注視するとともに情報連携を徹底する。 

 

４．目安を十分に参酌した引き上げと早期発効に取り組む 

 地域別最低賃金は、集団的労使関係のない職場を含めた社会全体の賃金を底支えする重要な

役割を果たしている。連合はこの重要性を改めて認識した上で、今後の地方審議において、目

安を十分に参酌した引き上げと早期発効に向けて全力で取り組む。 

 

以 上 

 

 

連合｜2024年度地域別最低賃金改定の目安に関する談話（事務局長談話） (jtuc-

rengo.or.jp) から抜粋 

https://www.jtuc-rengo.or.jp/news/article_detail.php?id=1316
https://www.jtuc-rengo.or.jp/news/article_detail.php?id=1316


 

地域別最低賃金額改定の目安に対する小林会頭コメント 

  

2024 年７月 24 日 

日本商工会議所 

東京商工会議所 

  

地域別最低賃金額改定の目安が示され、全国加重平均では 50 円、5.0％と過去最大の引

上げとなった。公労使で三要素をもとに議論を尽くした結果、昨年から続く賃金・物価の

大幅な上昇を反映したものと受け止めている。 

中小企業・小規模事業者の賃上げへの対応は二極化し、労務費を含む価格転嫁も未だ十

分進んでいない。また、同じ都道府県でも地域や業種によって状況が異なる。地方最低賃

金審議会の審議では、隣県との競争を過度に意識することなく、企業の実態を十分に踏ま

えた明確な根拠に基づく審議決定を求める。 

 政府は、中小企業・小規模事業者の自発的かつ持続的な賃上げに向け、生産性向上の支

援と価格転嫁の商習慣化に向けた取組みをより強力に進めるとともに、最低賃金の大幅な

引上げが企業経営や地域の雇用に与える影響について必要な調査・研究を行われたい。 

以上 

 

 

 

地域別最低賃金額改定の目安に対する小林会頭コメント｜日本商工会議所 (jcci.or.jp) から

抜粋 

 

http://www.jcci.or.jp/news/comment/2024/0725093000.html


地域別最低賃金額改定の目安に対するコメント 

  

２０２４年７月２５日 

全国商工会連合会 

 

 地域別最低賃金額改定の目安が示され、全国加重平均では 50円、5．0％の過去最大

となる引上げとなった。 

  

 本会も中央最低賃金審議会の審議に参加し、法が定める三要素（生計費、賃金、支

払い能力）に基づき、各種指標・データ、特に、通常の事業の支払能力を重視し、明

確な根拠のもとで納得感のある水準を決定すべき旨を主張してきた。 

本年度も、公労使の三者構成による審議会において、物価、賃金動向、企業の支払

能力に関する客観的なデータに基づく議論がされたことは評価したい。 

 

 しかし、今般示された目安額については、消費者の生計費に対する昨年から続く物

価上昇の影響を重視する一方、企業の支払い能力の厳しい現状については、賃上げに

取り組めない、あるいは労務費等のコスト増を十分に価格転嫁できていない企業が一

定数存在することも十分に考慮すべきとの意見を踏まえてとの記述があったものの、

目安額に十分反映されたとは言い難い。 

令和 5年度の最低賃金引上げの影響率は 21.6％に達し、改定による影響を受けやす

く、労務費や原材料・エネルギー価格の上昇分を十分に価格転嫁できていない中小企

業・小規模事業者にとっては、非常に厳しい結果であり、経営への影響について大き

な懸念がある。 

 

 中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げしやすい環境整備の必要性については労

使共通の認識であり、政府に対しては、「成長と分配の好循環」と「賃金と物価の好循

環」を実現するためにも、特に地方、中小企業・小規模事業者に配意しつつ、生産性

向上に取り組む中小企業を支援する設備投資や省力化投資を支援する各種施策を拡

充とともに、価格転嫁対策を事業者間取引の分野で徹底するにのみならず、対消費者

分野においても、国民に広く価格転嫁への理解を求め、賃上げの原資の確保につなげ

る取り組みを継続的に実施し、中小企業・小規模事業者が自発的に賃上げできる環境

整備を強く求める。 

 また、いわゆる「年収の壁」を踏まえて就業調整が行われることで、特に年末の繁

忙期等において人手不足に拍車がかかっているだけではなく、近年の最低賃金の大幅

な引上げが、労働者の実質的な所得向上につながっていない事例も生じていることか

ら、制度の抜本的見直しに取り組むことについても要望する。 

 

 今後行われる地方の審議会では、地域の中小企業・小規模事業者の経営実態を十分

に考慮したうえで、経済・雇用の実態を見極めつつ、地方最低賃金審議会の審議では、

隣県との競争を過度に意識することなく、企業の実態を十分に踏まえた明確な根拠に

基づく審議決定が行われることを期待する。                        


